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病院から在宅療養への移行時の病院看護職と保健婦の連携について
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目的　病院看護職から保健所・市町村保健婦に行われている退院連絡の実態とその実施に関連の

ある要因の分析および退院連絡を受けた保健婦の現状を明らかにし，退院連絡を円滑に行う

方策について検討した。

方法　対象：対象は静岡県内の146病院の病棟看護職（各施設1人），全保健所・市町村の合計93

か所の保健婦（各施設1人）とし，それぞれに郵送による質問紙調査を行った。

　調査内容：退院時の情報発信側である病院と受信側である保健婦との退院連絡の実態が明

確になるような調査内容とした。病院看護職に対しては病床数，訪問看護室の有無，医療

ソーシャルワーカー（以下MSWとする）の有無，病棟における退院後の継続看護の検討

の有無とその検討方法，退院連絡票の有無，保健婦からの入院連絡の有無等を調査した。保

健婦に対しては退院連絡の有無とその方法，文書による情報交換の必要性，病院への入院連

絡の有無等である。

　分析方法：分析方法は上記の調査内容について，保健婦へ退院連絡を実施している病院と

実施していない病院に分けχ2検定を行った。

成績　80か所（回収率54.8％）の病院看護職，77か所（回収率82.8％）の保健婦から回答を得た。

保健婦へ退院連絡を実施している病院は27か所（33.8％）であった。退院連絡の実施の有無

と病床数の多寡，訪問看護室の有無，MSWの有無，病棟での退院後の継続看護の検討の有

無および保健婦からの入院連絡の有無とでは有意差が認められなかった。しかし退院連絡票

の有無については有意差が認められ，退院連絡を実施している病院のうち退院連絡票が備わ

っている所は92.6％であった（P＜0.001）。病院から退院連絡を受けている保健婦は66か所

（85.7％）であり，そのうち退院連絡票が送られてくる保健婦は60か所（90.9％）であった。

退院連絡を受けている保健婦の中で，病院へ入院連絡をしている保健婦は35か所（53.0％）

であった。

結論　病院看護職から保健婦へ退院連絡を逐行するための要因を検討した結果，「退院連絡票」

が備わっていることが重要であった。今後は，退院連絡の受け手側である保健婦等と共同で

退院連絡票を作成し，普及していくことが重要と考えられる。
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